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図表 8 業種別の算定漏えい量報告の推移（二酸化炭素換算トン） 

 

出典 経済産業省データから NRI 作成 
 
算定漏えい量報告と、経済産業省から提供を受けたデータにおける冷媒種別の排出量の構成費の推移は次の通

り。算定漏えい量報告では、R-22 の全体に占める割合は減少傾向にあるが、経済産業省から提供を受けたデータで
は、R-22 の増加傾向にある。 
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機器の管理状況として、経済産業省から提供されたデータについて、機器別の定期点検の実施状況に係る整理は次の通り。 
定期点検対象機器のうち、設置年数から要点検以上経過した機器（34,253 台）のうち、法定どおり点検していることが記録上確認できる機器の割合は 89.6%（30,681

台）であり、この内、漏えいに関する記録が無い機器は 88.3%（30,246 台）となった。 
 
図表 14 機器別の定期点検の実施状況に係る整理 

 

※1 定期点検対象機器の内、冷凍冷蔵機器 7.5kW 以上、空調機器で 50kW 以上、登録後 1 年未満の機器と、空調機器で 7.5kW 以上 50kW 未満で登録後 3 年未満の機器
を除いた機器の合計 

出典 NRI 作成 
 

対象機器
(7.5kW以上)

対象機器の内、設置
からの年数が法定間隔
に満たない機器※1

設置からの年数が法定
間隔以上経っている機

器
① ② ③=①-② ④ ⑤=④÷③ ⑥ ⑦=⑥÷③

台数(台) 台数(台) 台数(台) 台数(台) 割合(%) 台数(台) 割合(%)
遠心式冷凍機 293 84 209 170 81.3% 169 80.9%
スクリュー冷凍機 160 36 124 90 72.6% 85 68.5%
冷凍冷蔵ユニット 13,963 2,105 11,858 9,777 82.5% 9,740 82.1%
コンデンシングユニット（冷凍･冷蔵） 1,969 513 1,456 1,249 85.8% 1,249 85.8%
別置型冷凍冷蔵ショーケース 325 104 221 169 76.5% 168 76.0%
店舗用パッケージエアコン 16,835 6,353 10,482 10,138 96.7% 10,066 96.0%
ビル用パッケージエアコン 6,427 2,045 4,382 4,166 95.1% 4,109 93.8%
設備用パッケージエアコン 2,713 1,386 1,327 1,090 82.1% 982 74.0%
ガスヒートポンプ 4,119 1,465 2,654 2,523 95.1% 2,491 93.9%
内蔵型業務用冷蔵庫 64 13 51 42 82.4% 41 80.4%
空調用チリングユニット 1,554 504 1,050 941 89.6% 842 80.2%
冷凍冷蔵用チリングユニット 480 64 416 306 73.6% 284 68.3%
内蔵型冷凍冷蔵ショーケース 27 4 23 20 87.0% 20 87.0%

計 48,929 14,676 34,253 30,681 89.6% 30,246 88.3%

対象機器の内、定期点検が法定
間隔で実施されている機器

対象機器の内、定期点検が法定
間隔で実施され、漏えいが記録さ

れていない機器
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定期点検の後、14 日以内及び 30 日以内に修理等が実施された記録がある機器の状況は次の通り。事例は、極めて少ない。 
 
図表 15 定期点検の後、14 日以内及び 30 日以内に修理等が実施された記録がある機器の状況 

 
※登録されているデータの内、データ入力理由で、“定期点検”の後に、“呼出点検”もしくは“漏えい修理”が、作業年月日の記録で 14 日以内、もしくは 30 日以内に発生した記録を有

する機器 
出典 NRI 作成 
 

  

対象機器

① ② ③ ④=③÷② ⑤ ⑥=⑤÷②
台数(台) 台数(台) 台数(台) 割合(%) 台数(台) 割合(%)

遠心式冷凍機 381 293 0 0% 0 0%
スクリュー冷凍機 205 160 0 0% 0 0%
冷凍冷蔵ユニット 16,414 13,963 2 0.014% 14 0.100%
コンデンシングユニット（冷凍･冷蔵） 3,505 1,969 1 0.051% 3 0.152%
別置型冷凍冷蔵ショーケース 387 325 0 0% 0 0%
店舗用パッケージエアコン 28,414 16,835 0 0% 0 0%
ビル用パッケージエアコン 9,112 6,427 0 0% 0 0%
設備用パッケージエアコン 8,397 2,713 0 0% 0 0%
ガスヒートポンプ 4,324 4,119 0 0% 0 0%
内蔵型業務用冷蔵庫 1,101 64 0 0% 0 0%
空調用チリングユニット 1,747 1,554 0 0% 0 0%
冷凍冷蔵用チリングユニット 837 480 0 0% 0 0%
内蔵型冷凍冷蔵ショーケース 718 27 0 0% 0 0%

計 75,542 48,929 3 0.006% 17 0.035%

14日以内※ 30日以内※

定期点検対象機器
点検により漏えいが把握され修理等が実施された記録がある機器





 

21 

登録されている機器で、突発的に漏えいが発生し、修理後は漏えいが記録されていない機器の状況は、次の通り。全体で 5%未満となる。 
 
図表 17 登録されている機器で、突発的に漏えいが発生し、修理後は漏えいが記録されていない機器の状況 

 

※登録されているデータの内、データ入力理由で、 “漏えい修理”があり、その次に“漏えい修理”が続かない機器及び、 “呼出点検”があり、その次に、“呼出点検”及び“漏えい修理”が
続かない記録を有する機器 

出典 NRI 作成 

  

対象機器
① ② ③=②÷①

台数(台) 台数(台) 割合(%)
遠心式冷凍機 381 13 3.4%
スクリュー冷凍機 205 8 3.9%
冷凍冷蔵ユニット 16,414 2,058 12.5%
コンデンシングユニット（冷凍･冷蔵） 3,505 343 9.8%
別置型冷凍冷蔵ショーケース 387 83 21.4%
店舗用パッケージエアコン 28,414 365 1.3%
ビル用パッケージエアコン 9,112 149 1.6%
設備用パッケージエアコン 8,397 174 2.1%
ガスヒートポンプ 4,324 74 1.7%
内蔵型業務用冷蔵庫 1,101 126 11.4%
空調用チリングユニット 1,747 0 0%
冷凍冷蔵用チリングユニット 837 0 0%
内蔵型冷凍冷蔵ショーケース 718 106 14.8%

計 75,542 3,499 4.6%

突発的に漏洩が発生し修理後漏えいが記録されていない機器







 

24 

登録されている機器で、繰り返し充塡の記録がある機器の状況は、次の通り。全体で 1%程度となる。 
 
図表 21 登録されている機器で、繰り返し充塡の記録がある機器の状況 

 

※登録されているデータの内、データ入力理由で、“漏えい修理”があり、その次に“漏えい修理”が一つ以上続く及び、"呼出点検"があり、その次に、"呼出点検"及び"漏えい修理"が一つ
以上続く記録を有する機器 

出典 NRI 作成 

  

対象機器
① ② ③=②÷①

台数(台) 台数(台) 割合(%)
遠心式冷凍機 381 5 1.3%
スクリュー冷凍機 205 2 1.0%
冷凍冷蔵ユニット 16,414 524 3.2%
コンデンシングユニット（冷凍･冷蔵） 3,505 63 1.8%
別置型冷凍冷蔵ショーケース 387 8 2.1%
店舗用パッケージエアコン 28,414 18 0.1%
ビル用パッケージエアコン 9,112 8 0.1%
設備用パッケージエアコン 8,397 6 0.1%
ガスヒートポンプ 4,324 4 0.1%
内蔵型業務用冷蔵庫 1,101 10 0.9%
空調用チリングユニット 1,747 0 0%
冷凍冷蔵用チリングユニット 837 0 0%
内蔵型冷凍冷蔵ショーケース 718 4 0.6%

計 75,542 652 0.9%

繰り返し充塡がなされる機器の事例※
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図表 36 使用時漏えい率の計算（詳細） 

 

出典 NRI 作成 

対象
機器
(台)

初期充填
量の合計

(kg)

漏えい量
合計

 (kg/年)

排出
割合

 (%/年)

対象
機器
(台)

初期充填
量の合計

(kg)

漏えい量
合計

 (kg/年)

排出
割合

 (%/年)

対象
機器
(台)

初期充填
量の合計

(kg)

漏えい量
合計

 (kg/年)

排出
割合

 (%/年)

対象
機器
(台)

初期充填
量の合計

(kg)

漏えい量
合計

 (kg/年)

排出
割合

 (%/年)

対象
機器
(台)

初期充填
量の合計

(kg)

漏えい量
合計

 (kg/年)

排出
割合

 (%/年)

遠心式冷凍機 137 65,458 350 0.53% 145 68,312 385 0.56% 146 68,952 949 1.38% 151 76,244 1,078 1.41% 153 77,283 405 0.52%

スクリュー冷凍機 46 4,430 84 1.90% 50 4,647 40 0.85% 56 4,978 25 0.50% 56 4,978 1 0.02% 64 5,512 100 1.81%

その他輸送用冷凍冷蔵ユニット 24 1,907 45 2.36% 24 1,907 0 0.00% 24 1,907 0 0.00% 24 1,907 0 0.00% 24 1,907 130 6.82%

車載用冷凍冷蔵ユニット 0 0 0 - 0 0 0 - 0 0 0 - 4 4 0 0.00% 5 5 0 0.00%

船舶用冷凍冷蔵ユニット 0 0 0 - 0 0 0 - 0 0 0 - 0 0 0 - 0 0 0 -

冷凍冷蔵ユニット 4,205 297,371 6,633 2.23% 4,524 318,235 6,282 1.97% 4,878 336,318 7,634 2.27% 5,155 353,266 6,943 1.97% 5,452 366,282 6,001 1.64%

コンデンシングユニット 837 47,611 657 1.38% 951 53,553 644 1.20% 1,041 58,699 576 0.98% 1,083 60,611 523 0.86% 1,177 64,081 1,116 1.74%

別置形冷蔵ショーケース 105 7,611 45 0.59% 137 9,466 284 3.00% 152 10,477 224 2.14% 165 11,783 369 3.13% 167 11,973 409 3.42%

店舗用パッケージエアコン 9,076 134,315 1,589 1.18% 10,112 144,092 1,700 1.18% 11,018 152,344 912 0.60% 12,286 189,271 1,690 0.89% 13,456 200,768 1,483 0.74%

ビル用パッケージエアコン 3,807 60,193 1,390 2.31% 4,329 69,312 2,944 4.25% 4,693 74,325 2,246 3.02% 5,020 79,683 1,983 2.49% 5,521 86,595 3,486 4.03%

設備用パッケージエアコン 3,252 29,207 418 1.43% 3,453 31,046 1,039 3.35% 3,608 31,975 483 1.51% 3,836 34,055 881 2.59% 4,153 36,070 983 2.73%

GHP 2,135 42,002 1,223 2.91% 2,389 47,024 813 1.73% 2,621 52,484 757 1.44% 2,722 54,582 881 1.61% 2,875 57,317 2,247 3.92%

内蔵型冷蔵ショーケース 240 1,112 7 0.59% 254 1,191 7 0.55% 271 1,391 29 2.06% 310 2,447 13 0.55% 323 2,454 4 0.15%

製氷機 181 2,119 1 0.04% 186 2,121 0 0.02% 193 2,122 0 0.01% 195 2,122 1 0.07% 199 2,158 1 0.04%

冷水機 124 31 0 0.00% 148 142 0 0.00% 148 142 0 0.00% 151 142 0 0.00% 158 143 0 0.00%

業務用冷蔵庫 483 435 5 1.14% 502 439 3 0.78% 512 441 2 0.36% 519 617 86 13.92% 536 622 5 0.73%

冷凍冷蔵用チリングユニット 130 4,052 5 0.13% 168 4,502 5 0.11% 204 4,794 77 1.60% 252 5,318 1 0.02% 305 5,976 351 5.87%

空調用チリングユニット 772 27,972 36 0.13% 884 30,802 33 0.11% 986 33,162 20 0.06% 1,090 34,896 96 0.28% 1,168 36,415 129 0.36%

大型冷凍
冷蔵機器

中型冷凍
冷蔵機器

業務用空
調機器

小型冷凍
冷蔵機器

チリングユ
ニット

機器分類

2016年 2017年 2018年 2019年 2020年
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⑥充填回収業者・整備業者による充填、管理者の管理の実態との比較 
本調査は、管理者における第一種特定製品の管理の状況を客観的に整理するため、日頃から管理者が保有す

る業務用冷凍空調機器の設置やメンテナンス、廃棄処分等を行っている充填回収業者・整備業者及び、本調査で
設置した検討会委員との意見交換に基づき、実施した。 

充填回収業者・整備業者との意見交換は、（一社）日本冷凍空調設備工業連合会により、2022 年 2 月 5
日に実施された、ろう付け技術の向上に資する技術者の育成・確保に係る講習会に参加された 59 社の内、53 社
と、さらに、2022 年 2 月 25 日に地域で充填回収業者・整備業者を営んでいる 10 名の方にウェブ会議に参加頂き、
実施した。 

なお、本調査で対象としている中小規模の管理者とは、厳密に法で区分する中小企業ではなく、本調査で意見
交換を実施した対象の主観的な中小規模の管理者という概念が用いられている点に留意する必要がある。 

 
a.情報処理センターに登録されているデータの特性 

まず、情報処理センターが管理する機器のデータと中小規模の管理者が管理する機器のデータとの関係を明らか
にするため、情報処理センターに登録されているデータの特性を整理する。 

現在、第一種特定製品の管理に係るデータは、以下の区分で管理されていると考えられている。 
(ア) フロン排出抑制法（以下、法）に基づき、機器メーカーが提供する機器管理サービスを利用（管理者の規

模の大小ではなく、定期的なメンテナンス等が必要となる機器など、機器の特性に依存する） 
(イ) 法に基づき、管理者自ら、及びグループ会社等により自社で管理（大手の物流倉庫・小売、オフィスビル、

マンションなど）、記録簿の整備や法に基づく各種証明書の作成、各種報告も自社で実施 
(ウ) （イ）の事業者で、記録簿及び法に基づく各種証明書等の作成ツールとして情報処理センターを利用 
(エ) 法に基づき、情報処理センターを利用 
(オ) 法に基づき、機器の設置を実施するなどで関係のある地域の充填回収業者・整備業者が提供するサービス

を利用 
(カ) 簡易点検や定期点検は実施していないが、機器が故障した際には充填回収業者・整備業者に修理を依

頼する程度に自ら管理 
(キ) 故障等も発生せず、特別な管理を行っていない 

 
充填回収業者・整備業者、検討会委員の双方から、中小規模の管理者では、そもそもフロン排出抑制法の認

知不足が指摘された。 
定量的な認知不足の割合については不明とされながらも、管理者に該当する中小規模の事業者が法に基づく

簡易点検や定期点検を実施している割合は、１～２割とする意見が多く出された。さらに、家族経営などが主体
となる零細企業、店舗では、簡易点検の実施はほぼゼロに等しい、とも言われている。 

一方で、情報処理センターに機器に関する情報を登録している管理者は、事業規模に関わらず、そもそもコンプラ
イアンス意識が高く、フロン排出抑制法を認識し、ISO9000 シリーズ（文書管理）や 14000 シリーズ（環境管理）
等の認証を取得しているような事業者が主ではないか、と指摘された。 

上記のような意識の高い事業者であっても、定期点検のように、業務として定式化、ルーティン化しやすく、定期点
検の委託や、情報処理センター利用料の支払いなど、予算としても積みやすい取り組みについては、情報処理セン
ターへの入力が促されるが、突発的に漏洩が発生するなどの事例の場合、専任の担当者がいない場合が多く、充
填回収業者・整備業者が情報処理センターの活用を促しても、フロン排出抑制法に基づく各種証明書等について
紙面が利用され、コンプライアンスは遵守されるものの、そのまま情報処理センターに登録されない事例も多い、との
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指摘があった。 
情報処理センターの優れた機能として、各種証明書等の作成が入力データから電子的に行われる点が挙げられ

るが、各種証明書等は法定項目を満たしていれば様式は自由であり、PC 活用のリテラシーが社内にあり、自ら書
式の作成が行えるような事業者は、有償の証明書及び情報処理センターのサービスを利用するメリットは無く、この
点が利用促進の妨げになっているとの指摘もあった。 

このような観点から、情報処理センターが管理する機器のデータは、事業者の規模ではなく、フロン排出抑制法を
含みコンプライアンス遵守に対する意識が高い管理者が対象となり、一方で、機器の管理においてルーティン化され
やすい事象が記録され、突発的に発生する漏えい等に関する情報の記録は必ずしも十分ではない可能性がある、
と整理することができる。 

 
b.中小規模の管理者による第一種特定製品の管理と機器からの冷媒漏えい 

情報処理センターが管理する機器のデータから、定期点検の実施が、冷媒漏えい防止に結び付く、というデータは
得られていない。意見交換においても、フロン排出抑制法が施行され、点検が義務化された際の一番初めの定期
点検の実施では、冷媒漏えいの兆候や冷媒漏えいを発見することができたが、2 回目、3 回目、と点検が継続され
る中では、冷媒漏えいの発見は見られないとの意見があった。 

現在、中小規模の管理者が管理する機器において、冷媒漏えい及び再充塡の中心は HCFC であり、HFC 冷媒
の漏えいは、今後 5 年や 10 年が経過した後であることが指摘された。HFC 冷媒を使用した機器は、HCFC を使用
した機器と比較して、相対的に圧力が高い状態で冷媒が充填されていることから、漏えいが発生した場合、HCFC
よりも、より速く漏えいが進む点の言及もあった。 

上記から中小規模の管理者による機器の管理状況を推し量るのであれば、HCFC のデータを確認する点が指摘
され、情報処理センターに登録されているデータの特性も踏まえると、そのデータは、最も管理がされた状態のもの、と
理解することが妥当とされた。 

意見交換では、中小規模の管理者により管理されている機器で、メンテナンス契約等が行われていない機器の管
理の実態として、そもそもフロン排出抑制を認識していないことから、法に基づく点検が行われていないことが多く、冷
媒が漏れたことを認識した段階（機器の不調を認識した段階）で充填回収業者・整備業者に修理等を依頼、
充填回収業者・整備業者からの説明に基づき、法に基づく各種証明書等が作成されるケースが多いことが整理さ
れた。 

冷媒漏えいが発生した場合でも、店舗の営業中や、例えば、食品の製造工程で止めることが出来ない急速冷凍
の段階にある場合は、与えられた時間内に漏えい個所が発見できず、一方で営業や工程を継続させる必要性から、
冷媒のみが充填されるケースが、一定数、存在することが言及された。漏えい個所が特定できない理由としては、時
間的な制約もあるが、例えば、配管に断熱材がまかれている場合など、物理的な制約もある点も指摘された。 

 
c.冷媒漏えいの早期発見手法 

上記の様に、時間的にも物理的にも、冷媒漏えい個所を発見することは困難を伴うことが少なくないが、検知精
度の高い漏えい検知器により、漏えいが発見される確率が高まることが、複数の充填回収業者・整備業者から指
摘された。一般的には、1 台 5 万円程度の検知器が使用されるが、50 万円程度、と高価な検知器はその精度が
高く、配管にまかれた断熱材の上からでも漏えいが特定されるケースがあるなどの効果があり、補助制度等の導入に
より、精度の高い検知器が普及することで、冷媒漏えい量の抑制につながる可能性が高いことが示された。 

その他、遠隔監視や常時監視システムについても高い関心が寄せられた。定期点検は、実施されたその時点の状
況しか把握されないが、遠隔で常時監視できるシステムが導入されることで、冷媒漏えいに関わる事象を早い段階
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で発見することが可能となり、精度の高い検知器と組み合わせることで、充填回収業者・整備業者にとっての業務
の効率化にもつながる点が指摘された。 

 
d.中小規模の管理者による第一種特定製品の管理の促進と冷媒の漏えい防止 

情報処理センターで管理されたデータを活用し、我が国における第一種特定製品の管理の状況を把握するために
は、a.でまとめた区分毎の機器及び冷媒充填量のシェアを明確として、それぞれの区分における第一種特定製品の
管理の状況におけるインパクトを整理することが重要となる。 

情報処理センターで管理されたデータを活用し、我が国における第一種特定製品の管理の状況を把握するために
は、a.でまとめた区分の中で、「（カ）簡易点検や定期点検は実施していないが、機器が故障した際には修理を依
頼するなど、管理者自ら管理」と「（キ）故障等も発生せず、特別な管理を行っていない」、この２つの区分を取り
込むことが必要となる。 

仮にこれらの区分が、全体の冷媒漏えいへのインパクトが、ある一定以上想定される場合は、現場を熟知している
充填回収業者・整備業者と組み、情報処理センターへの登録を促すことで、これまで指摘されてきた、中小規模の
管理者による第一種特定製品の管理に係るデータが補われることになる。 

検討会委員からは、そもそも、我が国で稼働している業務用冷凍空調機器の台数自体は推計されてはいるもの
の、その確からしさが検証されていないところであり、a.の区分毎の管理の状況とインパクトを類推する上で不可欠な
データであるとの指摘があった。 

情報処理センターに登録されている情報にも、管理者による入力ミスなどにより一部で不備があることも指摘され
ており、フロン排出抑制法の周知から始まり、最終的には、第一種特定製品に関わる情報が、データとして、a.でま
とめた区分の（ア）から（オ）のいずれかに収まることが求められる。 

データとして管理することで、中小規模の管理者が実感できる明確なメリット、特にコスト削減等の効果を示すこと
が、データ化を促す一つの方法として考えられ、現に、法に基づく各種証明書等がまとまった有償の書類が値上がり
した際、相対的に安価となった情報処理センターの利用が促進された、という事例も紹介された。 

法の徹底と遵守が、中小規模の管理者が実感できる明確なメリットと結び付く重要性が指摘されているところで
ある。 
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b. 出荷年別国内供給台数(台/年) 
出荷年別国内供給台数については、業務用冷凍空調機器メーカーにより組織されている団体により、各機器メーカ

ーへの調査を通じて把握されていることから、高い確からしさが確保されていると考えられる。 
 

c. 累積廃棄係数 
累積廃棄係数は、平成 21 年 3 月に経済産業省が公表した「冷凍空調機器に関する使用時排出係数等の見

直しについて」で公表された以下の情報が使用されている。 
 
図表 43 現在の推計で使用されている機器の出荷後の経年に応じた累積廃棄係数に関する情報 

 

出典 冷凍空調機器に関する使用時排出係数等の見直しについて 平成 21 年 3 月 17 日 経済産業省 
 

上記情報は、約 7 千件のサンプル調査に基づき推計されている。 
これを更新するためには、通常では記録されていない、機器が廃棄される際に、機器の廃棄を実施する主体により、

当該機器が設置された年に関する情報を記録して頂き、それを収集することが必要となる。 
 

d. 1 台当たり工場充填量(kg/台) 
1 台当たり工場充填量は、出荷年別国内供給台数と同様、業務用冷凍空調機器メーカーにより組織されている

団体により、各機器メーカーへの調査を通じて把握されていることから、高い確からしさが確保されていると考えられる。 
 

e. 1 台当たり現場充填量(kg/台) 
機器の設置現場で配管施工を伴わない一体型の機器については、工場充填量のみが初期充填量となるが、パッ

ケージエアコンや別置形ショーケースなど、現場で配管工事が必要となる機器については、配管長等に応じた冷媒が
設置現場で充填されることとなる。 

現状の数値は、先の業務用冷凍空調機器メーカーにより組織されている団体が、各製品が設置される状況につい
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機器メーカー等から提供されている常時監視/遠隔監視に係るサービスにおける、冷媒漏えいの状況等を把握/推測
するロジックは各機器メーカーが独自に有するノウハウにより構築されている。また、基本的に有料でサービスが提供され
ている。 

簡易点検や定期点検における常時監視/遠隔監視技術の活用については、「点検手法の見直しについて 平成３
年 3 月 3 日 経済産業省」において次の通り、公表されている。 

 
図表 50 簡易点検や定期点検における常時監視/遠隔監視技術の活用 

 

 

出典 経済産業省ホームページ 
https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/seizo_sangyo/kagaku_busshitsu/flon_taisaku/pdf/016_07_04.pdf 
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これまでは、簡易点検の場合、基本的に「目視による外観点検」の実施が求められ、定期点検の場合、十分な知
見を有する者による「直接法」や「間接法」による実施が求められていることから、「映像」や「データ」による「監視」は明
確な位置づけがなされてこなかった。前記、「規制改革・行政改革ホットライン検討要請への対応」において、「点検に
係る手法として、IoT 技術によって取得したデータを活用する方法も、既に含まれている」とされ、今後、「適用可能で
あるとの見通しが得られた点検方法について、速やかに制度に反映していく」とされている。 

遠隔で常時監視することは、時間軸で考えると、点検という”点（ある特定の時点）”での観測から、連続した”線
（連続した時間）”としての観測となることから、仮に、「点検制度が漏えい発見のため」、ということを目的とするので
あれば、遠隔で常時監視する方が、目的の達成に適っている、と言える。 

点検制度での漏えい発見については、本報告書でこれまでも記述してきた通り、非常に低い確率であり、その時点
で遠隔で常時監視する手法の方が優れていることは自明である。 

目視は外からの（外観）チェックであり、それを代替するのはビデオなどの映像による監視となる。但し、ビデオを 24
時間目視することは現実的ではないことから、画像診断技術等との組み合わせが不可欠と考える。一方で、ビデオで
も室外機の全ての角度、全ての配管を監視することは不可能であることから、”漏えいを発見する”、という効果を狙っ
た手法としては、効果に劣ると考えられる。 

遠隔で常時監視する方法は、漏えいセンサーを、漏えいが懸念される場所に設置する方法と、冷媒回路内のある
部分の温度や過冷却度、吸入圧力などを監視し、その変化から漏えいを発見する方法がある。後者は、系として閉
じられた冷媒回路を中から監視する手法であり、漏えい発見のロジックが確立されることで、目視や、限られた場所に
漏えいセンサーを設置する方法とは、異なる効果が期待される。 

目視による点検は残しつつ、代替ではなく、それとは異なる手法で、より漏えいを発見することに優れた手法として、
遠隔で常時監視する方法を法的に位置づけることが必要と考えており、その場合、どの程度、漏えいを発見できるの
か、という定量評価が重要となる。 

日本冷凍空調工業会標準規格「業務用冷凍空調機器の常時監視によるフロン類の漏えい検知システムガイドラ
イン JRA GL-17:2021」では、「5 漏えい検知システムの性能」「5.1 検知性能判定試験」が規定されている。その合
格基準は、「あらかじめ定められた冷媒量、又は、それが定められていないものについては定格能力とするのに必要な
冷媒量を基準とし、冷媒量が 30%減少するまでに、冷媒漏えいの判定が可能でなければならない。」とされている。 

「懸念事項」として、「このガイドラインの内容がフロン排出抑制法に反映されることになった場合、このガイドラインの
規定とは異なる診断を行いながら、このガイドリアン準拠と謳う事業者が現れることを防止する必要がある。そのため、
第三者による審査・認証を通じた各事業者独自の漏えい検知システムの適正性が確認されることが望まれる。また、
今後の技術発展を鑑みて、定期点検への適用検討を継続する。」とされている。 

ガイドラインでは、人による点検を行う保守点検契約と、冷媒漏えいを検知可能な常時監視システム（遠隔監視
システム）が用いられた契約では、後者の方が、冷媒漏えい量が少ないことが、調査結果として示されている。 

 
遠隔による常時監視システムは、充填回収業者・整備業者との意見交換でも指摘された通り、人的リソースが不

足しがちな中小規模の充填回収業者・整備業者にとっても、顧客企業が有する冷凍冷蔵、空調機器からの冷媒漏
えいを抑制/削減する効果が期待されている。現状で、冷媒漏えいに係る検知感度の向上など、技術的な発展が期
待されるところもあるが、機器ユーザーが、システムを導入する際に負担する、初期費用やランニングコストが課題となっ
ているとの指摘もあり、冷媒漏えいに伴う損失とそれを回避/抑制するための費用で、機器ユーザーにシステム導入のメ
リットと感じさせるための取り組みが、現時点では重要になると考えらえる。 
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定量噴射エアゾール（MDI）が該当し、その他、HFC については、マグネシウム製造時のカバーガスとしての使用など
がある。 

製品毎の使用量等については、産業構造審議会製造産業分科会化学物質政策小委員会フロン類等対策ワ
ーキンググループで公表される、「分野ごとの行動計画に基づく取り組みの進捗状況（個票）」と、国立研究開発
法人国立環境研究所 温室効果ガスインベントリオフィスが公表している「NIR 第 4 章 工業プロセス及び製品の
使用分野」の数値情報が活用できる。但し、HFC の種類毎での公表がされていない場合があり、その場合は、製
品メーカー等への調査が別途、必要となる。 

 
④機器の現場設置時充填量、機器等の現場設置時排出量 

現場設置時充填量とは、業務用冷凍空調機器において機器の設置現場で配管施工が必要な機器に対して
行われる、冷媒の追加充填量となる。 

数値情報は、③と同様の２か所から収集可能である。但し、HFC の種類毎での公表がされていない場合があり、
その場合は、製品メーカー等への調査が別途、必要となる。 

 
⑤市中使用製品/稼働機器に充填されている量、製品/機器の使用/稼働時排出量 

③で対象として製品/機器と同じであり、数値情報は、③と同様の２か所から収集可能である。但し、HFC の種
類毎での公表がされていない場合があり、その場合は、製品メーカー等への調査が別途、必要となる。 

 
⑥機器からの整備時回収量、⑦機器への整備時再利用量、⑧機器への整備時補充量、➈整備時回収冷媒の

破壊量 
業務用冷凍空調機器の内、フロン排出抑制法における第一種指定製品については、第一種フロン類充填回収

業者からの報告値が毎年、「フロン排出抑制法に基づく業務用冷凍空調機器からのフロン類の充塡量及び回収
量等の集計結果」が経済産業省ホームページで公表されることから、この数値情報を使用する。HFC の合計として
公表されていることから、②で実施する各冷媒メーカーへの調査などを通じて得られた情報に基づき案分等を行う必
要がある。 

 
➉使用済み機器に充填されている量 

使用済み機器に充填されている量に関する数値情報は、③と同様の２か所から収集可能である。但し、HFC の
種類毎での公表がされていない場合があり、その場合は、⑪で得られる情報に基づき案分等を行う必要がある。 

 
⑪機器からの廃棄時回収量、⑫廃棄時回収冷媒の再利用量、⑬廃棄時回収冷媒の破壊量 

業務用冷凍空調機器の内、フロン排出抑制法における第一種指定製品については、第一種フロン類充填回収
業者からの報告値が毎年、「フロン排出抑制法に基づくフロン類の再生量等及び破壊量等の集計結果」が経済
産業省ホームページで公表されることから、この数値情報を使用する。なお、この数値情報は、HFC の種類毎に公表
されている。 

家電リサイクル法に基づき回収等がなされる HFC に関する情報は、「家電リサイクル法に基づくリサイクルの実施
状況等について」が経済産業省ホームページで公表されることから、この数値情報を使用する。冷媒フロンの合計とし
て公表されていることから、家電リサイクルプラント等への調査が別途、必要となる。 

カーエアコンについては、公益財団法人自動車リサイクル促進センターが公表している「自動車リサイクルデータ
Book」の数値情報を使用する。この数値情報は、CFC（CFC-12）と HFC（HFC-134a）の別で公表されている。
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図表 53 推計の方法 

 

出典 令和元年度化学物質安全対策（フロン類及び指定製品の製造業者等に関する調査）2020 年 3 月 
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図表 54 活動量の推計 
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出典 令和元年度化学物質安全対策（フロン類及び指定製品の製造業者等に関する調査）2020 年 3 月 

 

  




